第１号様式
                                                    　　　 令和 　　年　　月　　日

  福島県知事　

                                         郵便番号
所在地
                                         名　称
                                         代表者の職・氏名      　　           
【本件責任者】
所属
職・氏名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　電話番号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　mail
【担当者】
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 所属
職・氏名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　電話番号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　mail

ふくしま産業活性化企業立地促進補助金
対象企業指定（変更）申請書
ふくしま産業活性化企業立地促進補助金交付要綱第４条の規定による補助対象企業として指定を受けたいので、関係書類を添えて申請します。
記
１　企業の概要
（１）本社の概要
	本社の所在地
	

	資本金
	                                                    百万円

	前年の生産額
	                                                    百万円

	主要製品名
	

	設立年月日
	　　　　　　年　　　　月　　　　日

	県内の主な事業所
	

	県外の主な事業所
	

	従業員数
	人　



 （２）本県における操業実績
	工場等の名称
	

	工場等の所在地
	

	操業年月日
	

	敷地面積
	                 　㎡
	建築面積
	                 　　㎡

	緑地面積
	                   ㎡
	敷地の緑化率
	                 　　％

	主要製品名
	

	業種分類（中・小分類）
	           業（分類番号　中分類　　　 小分類　 　　　）




２　工場等建設計画　
（１）投資予定の工場等の概要（新設・増設する工場等について記載）
	工場等の名称
	

	工場等の所在地
	（工業団地の場合は団地名を記載すること）


	敷地面積
	                 　㎡
	建築面積
	                 　　㎡

	緑地面積
	                   ㎡
	敷地の緑化率
	                 　　％

	用地取得年月日
	　　　　　　年　　　　月　　　　日

	主要製品名
	

	業種分類（中・小分類）
	           業（分類番号　中分類　　　 小分類　 　　　）



（２）工事等の日程
    ア　補助事業開始予定　　　　　　　年　　月　　日
イ  建物工事着工予定              年　　月　　日
    ウ  設備設置開始予定              年　　月　　日
    エ  操業開始予定　　　　　　　年　　月　　日
オ  補助事業完了予定（※）        年　　月　　日
　　※　新規地元雇用者数が確保され、工事が完了し、経費が支払われた時点をいう。

（３）補助事業に要する経費等
	補助事業に要する経費
	円

	補助対象経費
	円

	補助金交付申請額
	円

	補助率
	％

	雇用要件
	人



（４）　その他
	大企業・中小企業の区分
(どちらかに○)
	業種の区分
（該当する場合は〇）
	地域活性化等枠
（該当する場合は〇を記入）

	大企業・中小企業
	・次世代自動車関連産業投資企業
・成長産業投資企業
・ICT関連産業投資企業
・カーボンニュートラルの実現に資する投資を行う企業
	


※　各項目については、募集要領を確認し記入してください。

（５）投資計画〔各項目とも審査の大きなポイントとなりますので、その点を踏まえできるだけ記載願います。〕
	（立地計画の内容について記載すること）
· 変更申請の場合、変更の前後が分かるように記載すること。
①　目的
	




②　内容（新・増設、業種、投資の具体的内容、投資額、場所等）
	




③　事業を行う必要性・緊急性
	








	
④　売上げ見込み（販路先名称、規模などについて取引実績（年数、品種、金額）及び取引見込（品種、金額）の具体的な根拠を記載）
		




⑤　事業の成長性・将来性（市場全体の規模の拡大、本事業において新たな需要の創出が見込まれるかなど）
	




⑥　投資内容の独自性（御社の有する特許技術や御社オリジナルの技術に基づく生産であれば内容を記載）
	





⑦　立地市町村との連携関係（企業立地協定締結の有無、事業計画について市町村から理
解・協力を得られているかなど）※立地市町村にも事前相談することをお勧めします。
	


　　

⑧　本県への貢献度（地域経済への波及効果、地域との結びつきなどアピールポイントを記載）
	


　



[bookmark: _Hlk203127042]
（６）雇用の状況及び雇用計画
　ア　直近３年の雇用状況
	
	令和　年度
	令和　年度
	令和　年度

	総従業員数
	名
	名
	名

	
	正規雇用者
	名
	名
	名

	
	非正規雇用者
	名
	名
	名

	
	その他雇用者
	名
	名
	名

	採用者数
	名
	名
	名

	退職者数
	名
	名
	名


※「非正規雇用者」…雇用契約を締結し、週20時間以上勤務する形態で雇用保険に加入している雇用者を指します。
※「その他雇用者」…週20時間未満の勤務者、嘱託職員等を指します。なお、派遣社員は含みません。

イ　雇用計画（補助事業を行う事業部門）
	

	補助金対象企業
指定申請時（Ａ）
	増加予定従業員数
（Ｂ）
	操業開始予定時
（Ａ＋Ｂ）

	従業員数
	人
	人
	人

	

 


	
うち正規雇用者数等

	
	人
	
	人
	
	人

	
	　
	うち新規地元
雇用者数（※１）
	

	
	人
	
	人

	
	
	
	うち非正規
雇用者数（※２）
	
	人
	人

	
	うち
その他雇用者数（※３）
	
	人
	
	人
	
	人


※１　１／３（小数点以下の端数切捨て）を上限として非正規雇用者を算入することができます。
※２　雇用契約を締結し、週20時間以上勤務する形態で雇用保険に加入している雇用者数を記載　　　してください。
※３　新規地元雇用者数に算入しない非正規雇用者（週20時間以上勤務・雇用保険加入）、週20　　　時間未満の勤務者、嘱託職員等について記載してください。なお、派遣社員は含みません。

地元雇用者の確保手法、定着に向けた取組について説明を記載（他社と比較して強調できるアピールポイントがあれば記載）
	





３　投資計画及び資金調達計画
投資計画                                                    　　（単位：千円）
	
	自己資金
	ふくしま産業
活性化企業立地促進補助金
	左記以外の補助金
	金融機関借入
	その他
	計

	建物取得費
	
	
	
	
	
	

	機械設備費
	
	
	
	
	
	

	その他
（　　　　　）
	
	
	
	
	
	

	合　　計
	
	
	
	
	
	



　※　借入等に関する資金計画（資金調達先、返済計画等）について分かる資料を添付すること。
※　補助事業で取得する財産に担保権（普通抵当権）を設定する場合（新規の根抵当権は認められない。設定日は指定日以降に限る。）には、相手方、設定内容等を以下に記載すること。
	


　
　※　借入等に関する説明（資金調達計画の熟度を評価しますので、該当する項目に○を付け、説明を記載すること。参考となる資料がある場合には添付すること。）
	　選択（複数回答可）
	説明（相談先名称や種別（商工会、商工会議所、金融機関、税理士等）を記載する。枠は適宜広げること。）

	　
	調達先の検討未了
	


	　
	調達先の検討済
	(検討先名称、担当部署、担当者名)

	
	
	(説明)


	　　
	金融機関等の専門家への相談済
	(検討先名称、担当部署、担当者名)

	
	
	(説明)


	　　
	金融機関から借入内諾済
	(検討先名称、担当部署、担当者名)

	
	
	(説明)


	　　
	補助金以外全額自己資金対応
	




